
A高齢者の孤立化から生じる孤立死など
の課題に有効であり、民生委員・児童委
員への説明会で事業の趣旨を説明する。

■水ビジネス
Q市は自らの水道事業に全力を注ぎ、水
ビジネスはやめるべきでは。
A地方公営企業として公共性・経済性を
基に、市と交流のある都市を対象に水ビ
ジネスの支援と海外への技術支援を進め､
世界の水環境改善に貢献していきたい。

■居所不明の児童生徒
Q居所不明の児童のためのプロジェクト
チームを立ち上げる必要はないのか。
A学校や区、児童相談所など関係機関と
の連携体制を整えている。今後も子ども
の安全を最優先に考慮し、対応したい。

■市バスの有責事故
Q過去５年間平均の有責事故発生率に雇
用形態別で差はないのか。
A運転手１人当たりで正規職員は0.06
件、管理委託先職員は0.09件、非常勤嘱託
員は0.12件である。今後も全ての運転手に
指導教育を徹底し、安全運行に努める。

■認知症疾患医療センター
Q機能はどのようなものか。
A認知症の普及啓発、情報発信や相談対
応などの情報センター、専門医療の提供､
研修会の実施、治療後の介護関係者など
との地域連携の強化などの役割を担う。

■水ビジネス
Q市としての優位性は何か。
A水質汚濁などの公害を克服する過程で
蓄積された水関連技術も含めた環境技術
を有する企業の集積と、水道・下水道事
業などの一体運営で培われた事業運営の
技術などが強みと考えている。

　

■高校中途退学者への対策
Q中途退学者の高校卒業の単位履修のた
め、科目履修制度を導入しては。
A在校生へのきめ細かい教科指導などに
は課題があるが、今後、中途退学者への
卒業資格取得の支援を研究していきたい。

■保育園仮設園舎の有効活用
Q１カ月間のリース料が400～500万円
と高い。仮園舎の建設時に高齢者福祉施設
への転用を踏まえて建築物を整備しては。
A経費縮減のため共通化した仮設園舎の
設計業務を委託した。施設の転用は実現
性などを関係局で調査・研究していく。

■生活保護の医療扶助
Q国で生活保護版レセプト管理システム
の改修の予定があるとのことだが効果は。
A受診回数の多い患者、長期入院患者な
どの抽出や１件当たりの請求が高い医療

機関の抽出などが可能となるため活用し､
より効果的な点検および指導に努めたい。

■高齢者への虐待問題
Q高齢者虐待の件数と今後の対応は。
A21年度が79件､22年度が112件､23年度
が139件を虐待と判断した。今後は高齢者
虐待リーフレットを新たに作成するなど
虐待の早期発見、早期対応に努めていく。

■江川せせらぎ水路の整備
Q藻の大量発生と悪臭の対策を図っては。
A現在の処理方式では藻の発生を抑制す
るまでの栄養分除去は困難だが、砂の敷
き詰めや水路の一時的な乾燥など藻を付
着しにくくする方法を検討していきたい。

■若年者の雇用対策
Q ｢かわさき若者サポートステーション｣
(★９)の登録数約650人に対し、スタッフ
は11人のみだが体制を強化すべきでは。
A職業紹介機能のあるキャリアサポート
かわさきとの連携強化や産業界とのネッ
トワークを有効活用し充実していきたい。

■体験型農園の運営支援
Q運営農家への負担が大きいが、効率的・
効果的な運営に向けた市の対応は。
A開設時に水道、トイレなどの整備経費
の50％を上限に補助金を交付している。
今後も体験型農園の拡充を進め、市民が
農に親しむ環境づくりに努めていきたい。

■映像のまち・かわさきの推進
Q若手の登竜門となる映画のコンペティ
ション(★10)の開催を検討すべきでは。
A団体主催の取り組みを支援すること
で、今後も映像のまち・かわさきを実感
できるよう推進していきたい。

■国語教育の漢字指導
Q小学校の国語の授業での指導方法は。
A書くことは読むことに比べ習得に時間
がかかるため、全ての漢字を２年区切り
で指導し辞典で調べる習慣を身に付けさ
せるなど、確実な習得を図っている。

■消防団の情報伝達装備の充実
Q24年３月にMCA無線機(★11)を配備
し、５月に全消防団員へトランシーバー
を貸与したが、災害時の運用は。
A収集した近隣の被害状況を集約し、
MCA無線機で団本部へ報告する。この情
報を各署で集約し、活動方針を決定する。

■北部医療圏の地域医療の充実
Q24年８月に開設する新百合ヶ丘総合病

院と市立多摩病院の連携は地域医療の充
実につながると考えるが、対応は。
A多摩病院では地域医療支援としての取
り組みを進めており、さらなる充実に向
け市医師会などを中心に取り組みたい。

■老朽化する社会福祉施設への対応
Q老朽化する施設への対応を総合計画な
どに盛り込み、計画的に進めるべきでは。
A24年度に設置した｢介護基盤整備手法等
に関するあり方検討会｣の中で、大規模修
繕などの検討を進めていきたい。

■バス乗降時のバリアフリー対策
Q超高齢化社会の中で、今後は高齢の利
用者が圧倒的に増えていくが、対策は。
A計画的にノンステップバスを導入する
こと、利用者の乗降時の負担軽減を図る
こと、乗務員が丁寧に応接することなど
の取り組みをより推進していきたい。

■虹ケ丘地区の特別養護老人ホーム
Q建設に当たり、用地の地元開放型の駐
車場利用を参加事業者に明示すべきでは。
A施設運営に支障のない範囲内での最大
限の駐車スペースの確保について設置運
営法人の理解を求めていく。

■予防接種の費用
Q３種混合ワクチンの費用は大阪市と比
べ約1.7倍の差がある。医師会などへの委
託料を見直し、大阪市並みに価格を下げ
る努力をするべきでは。
A関係局で費用の内訳や他都市との差異
の要因などについて検証していきたい。

■教育副読本「かわさき2012」
Q誤解を招きやすい記述があるため、次
の副読本の改訂時に内容を改訂しては。
A学習指導要領などを踏まえつつ、理解
しやすい副読本を目指し、25年度の改訂
に向け編集作業に取り組んでいきたい。

■災害に強いまちづくり
Q扇町地区など下水道計画区域外地区の
冠水対策整備に関する見解と整備計画は。
A道路冠水対策の実施設計を進めてお
り、対策工事を24年度中に発注する。ま
た臨海部では浮島町地区でも同様に、被
害の軽減に向けた対策を進めている。

■JR川崎駅周辺既存スペースの活用
Q日進町交差点付近を当面の大型バス駐
車可能エリアとする可能性と見解は。
A観光バスの発着機能として考えられる
スペースであるため、今後、関係局で連
携し検討していく。
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■多摩川丸子橋周辺のバーベキュー
Qバーベキュー利用のあり方を検討する
協議会の立ち上げと結論を出す時期は。
A協議会は地域との意見交換を進め、国
や関係機関などと調整を行い、早期に立
ち上げる。協議会で十分検討を行い方針
を取りまとめていきたい。

■生活保護不正受給世帯からの返還金
Q収納率向上に向けた取り組みは。
A各福祉事務所関係職員で構成する生活
保護滞納債権確保・適正管理推進会議を
設置し、情報交換や職員の意識向上・情
報共有化による連携強化に努めている。

■災害時の一時滞在施設の情報提供
Q横浜市ではGPS機能を使い携帯電話
などから施設の住所、水やトイレの提供
の有無などを検索できるが、導入しては。
A施設の位置と開設状況は公開している。
帰宅困難者の混乱防止のため今後も効果
的な情報発信に向けて検討していく。

■通学路の安全対策
Q24年５月に行った危険箇所の総点検の
結果、上がってきた改善要望の数は。
A主なものは信号機の設置や注意啓発の
表示など、総数で120件が寄せられた。現
在、関係機関が順次対応している。

■病院や福祉施設へのバス路線の新設
Q新規バス路線設置に必要な手続と通常
の申請から事業認可までの期間は。
A当該路線の需要把握、運行・整備計画
の作成、他事業者との調整などに１年以
上を要し、国への認可申請審査に係る標
準的な処理期間は、約３カ月である。

■公開空地の一時避難所としての活用
Q活用に当たって協定書の取り交わしな
どの仕組みがないがルール化すべきでは。
A有効な取り組みであり、活用には公開
空地の形態や利用方法などの検討が必要
なため、関係局区で協議していきたい。

■ひとり暮らし等高齢者見守り事業
Qいわゆる孤立死対策に役立つのか。ま
た民生委員には目的を説明しているのか。

市立多摩病院の外観

麻生区
 つ き  も と         た く    や

月本  琢也
（みんなの党）

多摩区
 ひ ろ    た           け ん  い ち

廣田  健一
（自民党）

江川せせらぎ水路

川崎区
はやし        ひ ろ    み

林  浩美
（自民党）

多摩区
   み  や  け        り ゅ う す け 

三宅  隆介
（無所属）

中原区
 ま つ   ば ら        し げ  ふ み

松原  成文
（自民党）

高津区
 お か   む ら                            こ

岡村  テル子
（公明党）

幸区
 や ま    だ           ま す    お

山田  益男
（民主党）

多摩区
   い     ぐ ち          ま      み 

井口  真美
（共産党）

高津区
 か す    や     　   よ う    こ

粕谷  葉子
（民主党）

幸区
 ぬ ま  ざ わ　      か ず  あ き

沼沢  和明
（公明党）

高津区
  お     が わ        あ き  の ぶ 

小川  顕正
（みんなの党）

麻生区
 や ま  ざ き         な お  ふ み 

山崎  直史
（自民党）

中原区
 お お    ば           ゆ う    こ

大庭  裕子
（共産党）

麻生区
 あ ま  が さ         ゆ う     じ 

雨笠  裕治
（民主党）

麻生区
 は な    わ          こ う   い ち

花輪  孝一
（公明党）

地方分権改革と特別自治市（★3）
Q地方分権改革における義務づけ、枠づ
けの見直しに伴う関係条例を整備する際
の考え方は。また国では大阪都構想を念
頭に置いた特例法案が実現されようとし
ているが、特別自治市の創設への影響は。
A地域の実情を踏まえ、高い自由度のも
とで行財政運営を行うための基準につい
て条例を制定し行政サービスなどを行う
ことが必要である。また特例法案は大都
市制度の見直し論が活発な点は評価する
が、市が特別自治市として提案する基礎
自治体中心の地方分権改革とは少し異な
ると考えている。今後も特別自治市の創
設の実現に向け国に働きかけていく。

川崎縦貫高速鉄道整備事業
Q新技術による川崎縦貫鉄道整備推進検
討委員会の提言書では地下鉄事業と蓄電
池などの将来予測が困難な新技術とをマ
ッチングしている。事業を廃止し、新技
術が成熟した際に再度検討すべきでは。

A最先端の技術を導入した新たなモデル
の構築により、省エネルギーや地球温暖
化対策など研究開発都市川崎にふさわし
い地下鉄として国際社会への貢献につな
げていくことが重要である。そのため、
一定の時間をかけても実現に向けた継続
的な取り組みが重要であると考えている。

災害時の帰宅困難者対策
Q一時滞在施設提供に係る主要駅周辺の
民間事業者との協定締結などの進捗状況
は。またJRや私鉄各社との駅前滞留者
対策の連携状況と今後の展開は。
A民間施設における一時滞在施設の指定
は、各施設に協力を働きかけており、施
設提供の際の運営方法などを協議した後
に協定を締結していきたい。また駅前滞
留者対策は交通事業者や一時滞在施設の
管理者などとの連携も重要なため、主要
駅ごとに交通事業者、区役所、警察署、
消防署、近隣商店街などによる協議会を
設置し、備蓄の保管場所など地域ぐるみ
で協議を進めていく。

認可外保育事業の再構築
Q24年５月に第１回の認可外保育事業再
構築検討委員会を開催したが、課題と基
本方針の策定に向けた進捗状況は。
A現行制度のよい部分を残しつつ、国の
「子ども・子育て新システム」の動向も踏

まえた市民にとってわかりやすく利用し
やすい制度となるよう、再構築をしてい
くことが重要と考える。また基本方針の
策定は24年秋頃を予定している。

一般廃棄物処理基本計画
行動計画の改定
Q普通ごみの収集回数は19年４月に週４
回から３回に変更し、25年度から週２回
に変更するとのことだが、環境意識の向
上などのメリットがある反面、市民への
負担が大きい。市民意見の集約の方法は。
A廃棄物処理は市民生活に密着した行政
サービスであり、市民の理解と協力が不
可欠なため、24年４月下旬から約１カ月
間の市民意見の募集のほか、24年５月末
までに11回の説明会を開催し約1,200人
の市民に直接説明してきた。今後は寄せ
られた意見をもとに学識経験者や市民代
表で構成する市の環境審議会での答申を
踏まえ、行動計画を改定していきたい。

介護保険事業者の指定権限の運用
Q 24年４月から介護保険事業者の指定
権限が県から移譲され、市が介護事業者
への営業許可権限を担う。今後は介護の
量の充実から質の充実が求められる中、市
はその権限を適切に運用できるのか。
A市民にとって身近な窓口として介護サ
ービスに関する情報を容易に把握できる
環境となった。それらの情報にも十分留
意しつつ、事業者からの相談などに指定
権者として適切に対応し、サービスの質
の向上につながるよう、的確できめ細や
かな指導や監査を行っていきたい。

生活保護制度における体制整備
Q24年度から健康福祉局生活保護・自
立支援室に警察官OBが１名配置された
が、役割と今後の方向性は。
A職務内容は暴力団員などからの行政対
象暴力に対する生活保護担当職員への研
修の実施などである。現在は各福祉事務
所を巡回し行政対象暴力の内容の把握な
どを行っており、24年度中に不正受給防
止の統一的なマニュアルを作成していく。

このほか、殿町国際戦略拠点、川崎駅西
口地区のまちづくり、救急
医療と療養病床などについ
て質問がありました。

市民参加のスマートシティの実現
Qスマートシティ戦略を全市展開してい
くとのことだが、市民参加のスマートシ
ティの実現には市政だよりなどの紙媒体
への対応に加えICTリテラシー(★４)
の向上が必要となる。情報弱者の方々へ
の現在の対応と今後の方針は。
A市民が情報通信技術に親しみを感じ､
有効活用するため、高齢者などを対象に
パソコン研修などを実施してきた。今後
も市民がICTリテラシーをより向上で
きるよう、国の動向や情報通信技術の進
展を踏まえつつ継続して取り組みたい。

農業の新技術の活用
Q明治大学黒川農場内の温室では１年間
に最大15回の収穫ができる効率的な栽培
が研究され、川崎発の新しい都市農業と
して農家の経済的な課題解決が期待でき
るが、実用化に向けた課題と市の方針は。
A設置・運営コストが大きいこと、安定
的な販路の確保が必要であることなどの
課題がある。市では産業化や食料自給率
の向上の観点から期待しており、今後の
明治大学の研究成果を注視していきたい。

市の施策評価
Q市が作成する施策進行管理・評価票は､
評価指標の設定が妥当性に欠けており、
予算編成や議会での積極的な活用がされて
いない。施策進行管理・評価票を作成す
る職員は成果が見えずにやらされ感を持
つのではないか。
A市の評価制度と職員の関わりは、全て
の所管部署が自ら点検する仕組みであ
り、PDCAサイクル(★５)を推進し､より
効果的な施策執行につながることを目指
している。また人事評価制度における組
織目標とも連携した仕組みとしている。

児童虐待への取り組み
Q虐待を行う、また虐待のリスクのある
親は精神疾患を抱えている例が少なくな
いが、児童相談所や各区の保健福祉セン
ターで十分にケアを行っているのか。
A児童相談所では児童福祉司が児童心理

司や精神科医師の助言をもとに保健福祉
センターや精神保健福祉センターと連携
し支援を行っているが、さらに充実させ
ていくことが今後の課題と考えている。

母子家庭への就業・生活の支援
Q母子家庭への雇用対策や生活支援の拡
充が重要だが取り組みは。雇用支援策と
して雇用した事業者へインセンティブ
(奨励)を与える施策が効果的では。
A就業支援として母子家庭自立支援給付
金事業や生活支援として講習や相談など
も行っている。事業者へのインセンティ
ブの制度導入は雇用拡充の手法の一つと
考える。今後どのような制度が効果的か
他都市の状況も調査し研究していきたい。

このほか、水ビジネスの国際展開と国際
交流、区民会議、学習状況調査、通学路
の安全対策、生活保護世帯への就労支援
などについて質問がありました。

脱原発と原子力規制機関
Q国は原子力規制庁や原子力規制委員会
を設置しようとしているが、共に原発推
進、再稼働のための機関である。原子力
規制機関は、廃炉や使用済み核燃料の処
理までを担う機関であるとの立場から原
発ゼロを目指すべきでは。
A人類がコントロール不可能な技術への
過度な依存は望ましくなく、可能な限り
速やかに再生可能エネルギーを中心とし
た発電システムを構築することが重要と
考える。今後の方針など、引き続き国の
動きを注視していきたい。

家具の転倒防止対策事業
Q例年９月が申込期間だが、いつ災害が
発生するか分からない状況から、速やか
に募集を開始すべきでは。また子どもや

高齢者がいる世帯も対象にすべきでは。
A23年度は９月に加えて１月に追加募集
を行い、24年度も年度末までの申込期間
の拡大を検討していく。また25年度以降
は申込件数などの推移を見つつ申込期間
拡大を検討していく。本事業は災害時要
援護者対策の一つとして、一人暮らし高
齢者・障害者、高齢者のみの世帯などで、
自ら家具転倒防止金具を取り付けること
が困難な世帯を対象に実施していきたい。

武蔵小杉駅周辺地区再開発
Q小杉町２丁目開発に伴う風害について、
市はどのような措置を講ずるのか。また
急激な人口集中で、子育て、教育、交通
環境などに困難が生じているが、安全で
快適なまちづくりは実現できるのか。
A建物完成後のビル風対策は、ペデスト
リアンデッキ上部へのひさしの設置や常
緑樹の高木の植栽などが考えられる。市
内の住宅戸数は充足した状況にあるが、
老朽化や耐震性能、バリアフリーの面で
必ずしも十分な状況ではなく、
防災や居住水準、環境面に
配慮した良質な住宅ストッ
クの形成が必要と考える。

児童相談所の体制強化
Q３児童相談所では地区担当１人当たり
の平均持ちケースが82件と大変多い。専
任の人員配置と体制整備が必要では。
A児童相談所はケースの状況に応じた適
切な判断と支援が求められており、23年
度に１カ所を増やし、３カ所体制とした。
今後は組織的な対応のため、個々の職員
の計画的な人材育成や業務執行のあり方
を検討し、体制の整備を図っていきたい。

通学路安全点検事業の継続と拡充
Q全市立小学校において学校・PTA・
町内会などが合同で通学路の危険箇所を
点検し、区役所などに安全対策を要望す
る取り組みであるが、５年間に１回だけ
実施するというもので、24年度が最終年

である。毎年、実施する事業として継続、
拡充すべきでは。
A教育委員会を中心とした、関係局、小
学校長会、各警察署による市通学路安全
対策会議の中で、通学路安全点検事業の
方向性を検討し、安全確保に努めたい。

川崎港ガントリークレーン増設
Q川崎港コンテナターミナルの取扱量は
川崎港と中国青島港を結ぶ新規定期コン
テナ航路の年間最大見込み量と23年度実
績を合わせても、ガントリークレーン２
基の年間処理能力の29.8％にすぎない。
この状況でも３基目が必要なのか。
A新規定期航路は今後さらなる増加が見
込まれ、３基目の整備は川崎港コンテナ
ターミナルの定時性・安定性・信頼性を
大きく高める。さらにターミナル背後に
ある冷凍冷蔵倉庫群の集積が進んでおり、
さらなる新規航路の開設などによってコ
ンテナ貨物の増加につながると考える。

このほか、リニア新幹線の建設問題、地
震防災対策、普通ごみの収集、雇用問題､
｢孤立死｣を防ぐネットワーク事業の構
築などについて質問がありました。
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